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第九章 事業場の安全又は衛生に関する改善措置等 

第一節 特別安全衛生改善計画及び安全衛生改善計画  

（特別安全衛生改善計画）  

第七十八条  厚生労働大臣は、重大な労働災害として厚生労働省令で定めるもの（以

下この条において「重大な労働災害」という。）が発生した場合において、

重大な労働災害の再発を防止するため必要がある場合として厚生労働省令

で定める場合に該当すると認めるときは、厚生労働省令で定めるところに

より、事業者に対し、その事業場の安全又は衛生に関する改善計画（以下

「特別安全衛生改善計画」という。）を作成し、これを厚生労働大臣に提

出すべきことを指示することができる。  

        ２ 事業者は、特別安全衛生改善計画を作成しようとする場合には、当該事業

場に労働者の過半数で組織する労働組合があるときにおいてはその労働組

合、労働者の過半数で組織する労働組合がないときにおいては労働者の過

半数を代表する者の意見を聴かなければならない。 

    ３ 第一項の事業者及びその労働者は、特別安全衛生改善計画を守らなければ

ならない。  

    ４～６ （省略） 

 

第七十九条 都道府県労働局長は、事業場の施設その他の事項について、労働災害の

防止を図るため総合的な改善措置を講ずる必要があると認めるとき（前条

第一項の規定により厚生労働大臣が同項の厚生労働省令で定める場合に該

当すると認めるときを除く。）は、厚生労働省令で定めるところにより、

事業者に対し、当該事業場の安全又は衛生に関する改善計画（以下「安全

衛生改善計画」という。）を作成すべきことを指示することができる。  

        ２ 前条第二項及び第三項の規定は、安全衛生改善計画について準用する。こ

の場合において、同項中「第一項」とあるのは、「次条第一項」と読み替

えるものとする。  

 

（安全衛生診断）  

第 八 十 条 厚生労働大臣は、第七十八条第一項又は第四項の規定による指示をした場

合において、専門的な助言を必要とすると認めるときは、当該事業者に対



し、労働安全コンサルタント又は労働衛生コンサルタントによる安全又は

衛生に係る診断を受け、かつ、特別安全衛生改善計画の作成又は変更につ

いて、これらの者の意見を聴くべきことを勧奨することができる。 

    ２ 前項の規定は、都道府県労働局長が前条第一項の規定による指示をした

場合について準用する。この場合において、前項中「作成又は変更」とあ

るのは、「作成」と読み替えるものとする。 


